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「ＮＨＫインターネット活用業務実施基準」の変更について 

 

 

ＮＨＫインターネット活用業務実施基準は、ＮＨＫが行うインタ

ーネット活用業務の種類、内容、費用等について定めたもので、こ

のたび、ＮＨＫプラスのサービス改善やインターネット活用業務に

ついての社会実証を行うため、変更を検討しています。詳しくは、

添付の資料をご覧ください。 

今回公表した「ＮＨＫインターネット活用業務実施基準 変更素

案」については、経営委員会が、あすから広くご意見を募集します。

その後、いただいたご意見を参考にして案をとりまとめ、総務省に

認可申請する予定です。 

 

 

 



2021 年 8月 31日 

「ＮＨＫインターネット活用業務実施基準」の変更について  
～ＮＨＫプラスをもっと便利に、使いやすく～ 

■ＮＨＫプラスの以下のサービスを実施するにあたり、「ＮＨＫインターネット
活用業務実施基準」の変更を検討しています。

○はじめての方に使ってもらいやすいサービスに 【実施基準変更】
 
ＮＨＫプラスでは、ＩＤ登録をご案内するページを訪れた方のおよそ７割が、登録を

する前に手続きをやめてしまう実態があります。「入力する情報が多くてすぐに見られ
ない」、「家族の誰が放送受信契約者かわからない」などの声が寄せられています。 

そこで、新たに「仮登録」（仮称）として、はじめての方もメールアドレスなど限定的
な情報を入力いただければ、登録後に近い状態で使いはじめられるようにします。住所
や氏名などの正式な登録は、仮登録の期間内に行っていただくことを想定しています。 

また、現在のＮＨＫプラスでは、見逃し番組は、登録が済むまで静止画のみの表示で
すが、同時配信と同様にメッセージ付きの動画を表示することで、サービスの全体像を
実感いただけるようにします。 

○「テレビサービス」の開始 【実施基準変更】
 
動画配信サービスをテレビで視聴する方が増えています。ＮＨＫプラスでも、ご利用

者からの要望をふまえ、見逃し番組をテレビでもＰＣやスマートフォンと同じように、
ご覧いただけるサービスを始めます。 

これに関連して、新たな端末機器等に向けてサービスを開始する際、動作検証のため
の試行的な提供を実施できる規定も設けます。  

○地方向け放送番組の配信を拡充 （参考：実施基準変更の範囲外）
ＮＨＫプラスでは、各地域のＮＨＫで放送した番組を視聴できる「ご当地プラス」の

サービスを２０２１年３月に開始しました。２０２２年度は１８時台のニュースなど、
ＮＨＫならではの地方向け放送番組の配信をさらに拡充します。

＊上記のＮＨＫプラスサービスの開始は２０２２年度前半を予定しています。 

■インターネット活用業務の社会実証について検討を進めます。 
○インターネット活用業務の社会実証の検討 【実施基準変更】 
放送と通信の融合が進み、多様な選択肢が生まれ視聴スタイルが急速に変化する中、

インターネット活用業務が果たしうる社会的役割を検証するため、期間を限って、放送
番組等の提供を伴う社会実証の実施を検討しており、関連する基準を設けます。社会実
証の業務内容や実施方法、提供条件については実施計画において明らかにします。

＊「ＮＨＫインターネット活用業務実施基準」変更の期日は 2022年 4 月 1 日を想定しています。 



「NHKインターネット活用業務実施基準」の変更について
~NHKプラスをもっと便利に、使いやすく~

○ 地方向け放送番組の配信を拡充

○ はじめての方に使ってもらいやすいサービスに（イメージ）

○ 「テレビサービス」の開始

同時配信／見逃し番組配信
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表示

同時配信および
見逃し番組配信新規 （現在見逃しは静止画のみ提示）

新規

メッセージ
表示
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連絡先情報を入力
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常時メッセージ付きの動画 メッセージは断続表示 “フルサービス”で視聴可能

未登録から登録へ
直接移行も可能

新規
ＰＣやスマートフォンと同じように、テレビでも見逃し番組を
ご覧いただけるサービスを開始へ
（新たな端末機器等に向けてサービスを開始する際、
動作検証のための試行的な提供を実施できる規定も設定）

各地域のＮＨＫで放送した番組を視聴できる「ご当地プラス」のサービスを２０２１年３月に開始。
２０２２年度は１８時台のニュースなど、ＮＨＫならではの地方向け放送番組の配信をさらに拡充へ

（参考：実施基準変更の範囲外）

はじめての方であっても登録後に近い状態で利用開始へ
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ＮＨＫインターネット活用業務実施基準 変更素案 
※下線部分は変更部分 

現 行 変更案 
（料金その他の提供条件） 

第１５条 ＜略＞ 

２ 地上テレビ常時同時配信および地上テレビ見逃

し番組配信に係る業務（以下総称して「地上テレ

ビ常時同時配信等業務」という。）の実施にあ

たっては、受信料制度を毀損することのないよう

にするため、次の各号に定める措置を講ずるもの

とする。 

一 地上テレビ常時同時配信を行うウェブサイト

またはアプリケーションにおいて、地上テレビ

常時同時配信で提供している放送番組を表示

し、その画面上に、地上テレビ常時同時配信等

業務に係るサービスの利用に際して協会との受

信契約を確認するための情報提供を求める旨の

メッセージを表示する。当該メッセージは、受

信料制度を毀損することのないようにする観点

で必要かつ十分な大きさで表示するものとす

る。 

 

 

二 地上テレビ常時同時配信等業務に係るサービ

スを利用しようとする者には、住所、氏名その

他協会との受信契約を確認するために必要な情

報を協会に提供することを求め、協会に対して

これらの情報を提供して利用申込みを行った者

（以下「申込者」という。）に対しては、前号

のメッセージをすみやかに消去してＩＤを一つ

付与する。利用に際して提供を求める情報の詳

細は、地上テレビ常時同時配信等業務に係る

サービスの利用規約で定める。 

三 申込者は、ＩＤを用いることにより、地上テ

レビ常時同時配信および地上テレビ見逃し番組

（料金その他の提供条件） 

第１５条 ＜同左＞ 

２ 地上テレビ常時同時配信および地上テレビ見逃

し番組配信に係るサービス（以下「地上テレビ常

時同時配信等サービス」という。）の実施にあ

たっては、受信料制度を毀損することのないよう

にするため、次の各号に定める措置を講ずるもの

とする。 

一 地上テレビ常時同時配信等サービスを行う

ウェブサイトまたはアプリケーションにおい

て、提供している放送番組の画面上に、当該

サービスの利用に際して協会との受信契約を確

認するための情報提供を求める旨のメッセージ

を表示する。当該メッセージは、受信料制度を

毀損することのないようにする観点で必要かつ

十分な大きさおよび態様で表示するものとす

る。その際、次号の利用申込みを行う意思を示

した者には、利用申込みを促すために必要な情

報を提供するよう求めたうえで、通常とは異な

る表示方法とすることがある。 

二 地上テレビ常時同時配信等サービスを利用し

ようとする者には、住所、氏名その他協会との

受信契約を確認するために必要な情報を協会に

提供することを求め、協会に対してこれらの情

報を提供して利用申込みを行った者（以下「申

込者」という。）に対しては、ＩＤを一つ付与

する。 

三 前二号に基づき利用に際して提供を求める情

報の詳細は、地上テレビ常時同時配信等サービ

スの利用規約で定める。 

四 申込者は、ＩＤを用いることにより、第 1 号

のメッセージが表示されない状態で地上テレビ

2021/8/31 
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現 行 変更案 

配信を自ら利用することができるのに加え、自

らと生計をともにする者その他利用規約で定め

る者に利用させることができる。ただし、協会

は、一つのＩＤで同時に利用できる配信スト

リームの数に上限を設けることがあり、その場

合、上限とする数は、実施計画において明らか

にするとともに、地上テレビ常時同時配信等業

務に係るサービスの利用規約で明示するものと

する。 

四 次のいずれかに該当するときは、ＩＤによる

地上テレビ常時同時配信および地上テレビ見逃

し番組配信の利用の全部または一部を停止し、

第１号の措置の状態に戻すことがある。 

ア ＜略＞ 

イ ＜略＞ 

ウ 申込者が付与されたＩＤを前号に定める範

囲を超えて不正に利用させるなど、地上テレ

ビ常時同時配信等業務に係るサービスの利用

規約に定める条件に違反する利用を行ったこ

とが判明し、受信料制度を毀損するおそれの

程度に鑑みて協会が当該サービスの利用の全

部または一部を停止することが適当と認めた

とき 

３ ＜略＞ 

常時同時配信等サービスを自ら利用することが

できるのに加え、自らと生計をともにする者そ

の他利用規約で定める者に利用させることがで

きる。ただし、協会は、一つのＩＤで同時に利

用できる配信ストリームの数に上限を設けるこ

とがあり、その場合、上限とする数は、実施計

画において明らかにするとともに、地上テレビ

常時同時配信等サービスの利用規約で明示する

ものとする。 

五 次のいずれかに該当するときは、ＩＤによる

地上テレビ常時同時配信等サービスの利用の全

部または一部を停止し、第１号の措置の状態に

戻すことがある。 

ア ＜同左＞ 

イ ＜同左＞ 

ウ 申込者が付与されたＩＤを前号に定める範

囲を超えて不正に利用させるなど、地上テレ

ビ常時同時配信等サービスの利用規約に定め

る条件に違反する利用を行ったことが判明

し、受信料制度を毀損するおそれの程度に鑑

みて協会が当該サービスの利用の全部または

一部を停止することが適当と認めたとき 

 

３ ＜同左＞ 

 

 ＜新設＞ 

 

（インターネット活用業務についての社会実証） 

第２０条の２ 協会のインターネット活用業務が果

たしうる社会的役割を検証するため、期間を限っ

て、放送番組等の提供を伴う社会実証を実施する

ことがある。 

２ 社会実証の業務の内容、実施方法および提供条

件については、前項に掲げる目的の範囲で、第１

３条から第１５条までの規定と異なるものとする

ことがあり、当該年度の実施計画において明らか

にする。 
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現 行 変更案 
附 則 附 則 

（施行期日等） 

第１条 この基準は、令和３年４月１日から施行す

る。 

２ 令和２年１月１４日に総務大臣の認可を得た基

準（次項において「旧基準」という。）は、令和

３年３月３１日をもって廃止する。 

３ 旧基準附則第５条に則り、令和２年度のイン

ターネット活用業務を旧基準第１７条第１項に定

める上限を超えて実施した場合、旧基準附則第５

条に定める費用の公表については、なお従前の例

による。 

（施行期日等） 

第１条 この基準は、令和４年４月１日から施行す

る。 

２ 令和３年１月１２日に総務大臣の認可を得た基

準は、令和４年３月３１日をもって廃止する。 

 

 ＜削除＞ 

 

 

 

（オリンピック・パラリンピック東京大会に係る取

り組み） 

第３条 令和３年に開催予定のオリンピック・パラ

リンピック東京⼤会（以下「⼤会」という。）に

あたっては、⽇本で開催されるナショナルイベン

トに関する情報提供に対する視聴者・国民の期待

に応えるため、他の放送事業者との連携・協調関

係に配慮しつつ、契約により確保した権利を活⽤

してインターネット活⽤業務を実施する。 

２ 前項に係る業務として、大会の競技・聖火リ

レー中継番組および関連番組に係る理解増進情報

の提供を行うこととし、その具体的な内容につい

ては、令和３年度の実施計画において明らかにす

る。 

３ 大会に際しては、第１４条第４項に定める提供

対象地域において、競技中継番組および関連番組

について、第１５条第２項第１号のメッセージを

表示しないで地上テレビ常時同時配信を行うこと

がある。 

 

（第１５条の受信契約の範囲） 

第４条 ＜略＞ 

 

 

 

 ＜削除＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（第１５条の受信契約の範囲） 

第３条 ＜同左＞ 
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現 行 変更案 
 

 ＜新設＞ 

 

（機器等の動作検証のための措置） 

第４条 ２号受信料財源業務の実施にあたって、新

たな端末機器またはソフトウェアを利用できるよう

にするに際しては、その動作に係る検証を行うた

め、期間を３か月以内に限って、当該端末機器また

はソフトウェアでは第１５条第２項第１号のメッ

セージを表示しない措置を講ずることがある。 

以 上 

 


